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事業対象
 最終的な対象

母子家庭の母及び父子家庭の父（児童扶養手当受給中又は同等の所得水準の者で生保受給者を除く。）
同上
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　 なし委託内容
国・都

個別の状況・ニーズに対応した自立支援プログラムを策定し、きめ細やかな就労支援を行うことにより、継続的な自立の促
進を図る。
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プログラム策定件数
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評価の理由
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 直接の対象

所得や就業等に困難なケースが多いひとり親の経済的自立のためには、生活、子育て等の状況や求職活動、
職業能力開発の取組み状況などを踏まえた、行政によるきめ細やかな就労支援が必要である。

ひとり親家庭相談員として、専門性の高い１級キャリアコンサルティング技能士を有する非常勤職員を配置し、
効果的・効率的な事業実施を図っている。
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5,015　人にかかるコスト（人件費など）

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）
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前回評価から29年度
に改善した事項

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）
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活動指標

事務事業コスト

(単位：千円)

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

　一般財源（区負担額） 3,821
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今後の方向性

維持

［総合評価］※上記４つの視点を踏まえ、事業全体を評価。区民生活への影響を十分考慮すること。

時機を捉えた求職者へのアプローチにより、プログラム策定件数は目標値を超えた実績となって
いる。さらに、一人ひとりに対するきめ細やかな支援が高い就職率につながっており、ひとり親の
経済的自立を促す効果的な事業として引き続き実施していく必要がある。

プログラムの策定だけではなくプログラムで設定した目標を達成した後も、達成後の状態を維持できるよう、定
期的な相談支援を実施するなど、アフターケアを行っている。一人ひとりの状況に応じた支援をすることは、自
立支援策として適切かつ有効である。

児童扶養手当現況届時など時機を捉えて求職者へのアプローチをすることが、目標数を超えるプログラム策定
件数につながっている。また、ひとり親家庭相談員による継続的な支援により、就職率は高い水準で推移してい
る。
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平成３０年度　事務事業評価シート

（１）安心して子育てできる環境づくり

台東区ひとり親家庭自立支援プログラム策定事業実施要綱根拠法令等

事務事業名 自立支援プログラム策定

　

子育て・若者支援課

行政計画 事業NO. 計画事業名
事業の開始・終了年度

ひとり親家庭の自立支援
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[事業開始]

補助金の有無
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財源項目

(単位：千円)

必要性

長期総合
計画体系

 [基本目標]

平成

年度[終了予定]

 [小　　柱]

〔法令等名〕

Ⅲ-２．次の世代の育成

 [施　　策]

年度

２７年度

児童扶養手当の申請時・現況届出時に提出する「生計維持に関する調書」に、相談希望の有無と連絡先を記載する項
目を加え、新規相談希望者の把握に努めた。
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③配慮を要する子どもや家庭への支援

要綱

なし

自立支援プログラム策定員による対象者へのカウンセリング、プログラム策定、ハローワークその他の関係機関との連絡調
整、面接指導等を実施する。
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